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公共圏における目標共有のためのLinked Dataの試作

Prototyping Linked Data for Sharing Public Goals in Public Sphere
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SOCIA is a linked open data set for citizen participation, which contains background information about regional
social issues. We aim to apply it to promoting public collaboration, e.g., revitalization from Great East Japan
Earthquake. To support public collaboration, we introduced some classes and properties for sharing stakeholders’
goals in public sphere. Moreover, we built a linked open data set by extracting public goals for a specific social
issue aimed at by citizens or agents from articles or public opinions. This paper deals with hierarchical goals and
subgoals for recovery and revitalization from the Great East Japan Earthquake manually extracted from related
articles. The data set can be used for developing services to match citizens and agents who aim at similar goals to
facilitate collaboration.

1. はじめに

日本の地域社会は現在，複雑に絡み合った多様な問題 (災害

リスク増大，インフラ老朽化，少子高齢化，過疎化，世代間格

差，etc.) に直面している．その地域特有の多様な問題に対処

するには，公的討論を通じた住民の参画が非常に重要である．

特に東日本大震災の被災地は，震災被害に起因する様々な問題

を抱えており，行政だけでなく地域住民自身が積極的に参画で

きるような体制作りが重要視されている [鈴木 12].

我々はこれまで，住民参画の間口を広げる情報共有基盤を

目指し，Web 上の地域関連コンテンツ (ニュース記事，マイ

クロブログ，議会議事録等) を構造化した Linked Open Data

(LOD) である SOCIA (Social Opinions and Concerns for

Ideal Argumentation) を構築してきた [Shiramatsu 12]．本

稿ではこれを更に発展させ，震災復興のための組織横断的な

協働を促進すべく，公共圏で目標を共有するための LODを試

作する．特に，似た目標を持つ主体同士をマッチングするサー

ビスを想定すると，合意形成や協働にあたって問題となりやす

い「総論賛成・各論反対」のような齟齬に対処する必要がある．

そのためには，目標を部分目標に細分化することによって得ら

れる階層構造 [白松 12] が重要であると考え，この階層構造と

自然言語の目標記述を併用した類似度計算手法を検討する．

2. 関連動向: 住民参画とLOD

住民参画とは，公的討論等の対話的なプロセスによって住民

が行政の政策決定過程に関わることを指す．参画の前提となる

透明性を確保するためには，行政による公共データの公開が重

要な役割を担う．有用な気付きや知見を持つ住民がその問題背

景を充分に把握しているとは限らず，参画する上での心理的な

障壁が存在するので，オープンデータやその可視化サービスに

よって背景情報を提供すれば，参画の障壁を下げて間口を広げ

る効果が期待できる．

図 1 は，住民参画の深さのレベルと，想定されるオープン

データの有効範囲を示している．図中の Spectrum of Pub-
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lic Participationは，国際市民参画協会 (IAP2; International

Association of Public Participation) が住民参画の深さのレ

ベルを 5段階で表したものである [IAP2 07]．また図中の三原

則とは，2009年の米オバマ政権発足時に全省庁の長官宛ての

覚書で掲げられたものであり [Obama 09]，これがその後，米

行政機関のデータポータル Data.gov∗1の整備にも繋がってい

る．オープンデータによる情報公開は，特に図中左側の透明性

や情報共有のために重要な役割を果たす．より深いレベルの参

画や協働においても有用と考えられるが，組織を超えて協働

する場合は，RDF等で意味的にリンクされていないオープン

データよりも，意味的リンクによってコンテキストを提供して

いる LODの方が，より有効にデータを活用できると期待され

る．特に，組織横断的に複数のデータをマッシュアップして新

たな傾向を発見したり，協力関係を構築していく際に，LOD

によるコンテキスト共有が効果的に働くと考えられる．

電子政府や住民参画に関連するオントロジーとして，様々な

用途のものが提案されてきた [Ouchetto 12]．その 1つである

eGTPM[Sarantis 10]は，電子政府に関連するプロジェクト管

理のために設計されたオントロジーである．他にも，住民参画支

援に利用可能なボキャブラリParticipation Schema[Styles 08]

や，興味が似た主体間の協働支援に利用可能なボキャブラリ

Weighted Interests Vocabulary[Brickley 10] がある．これら

の従来研究に対する本研究の独自性は，興味が異なる主体同士

図 1: 住民参画の深さのレベルとオープンデータの有効範囲

∗1 http://www.data.gov/
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が共通の目標に向かって協力することが重要であるという観点

の下，公共圏での目標共有に焦点を当てている点である．

住民参画を志向したサービスとして米国で運用されている

Neighborland∗2[Chang 11]では，“I want [欲しいもの] in [地

区名]” という定型文を用いてユーザ自身が希望を入力し，他

ユーザのレイティングによって賛同の意志を共有できる．これ

は本研究の目指す目標共有と近いサービスであるが，本研究が

目指す地域や組織を超えた協働のためには，Nighborland が

サポートしていない類似目標のマッチング機構や，部分目標へ

の分割による作業分担の支援機構が必要と考える．

3. 目標の階層構造のためのオントロジー

公共圏での協力関係構築や合意形成は，震災復興にあたって

必ず必要になるプロセスである．公的な目標に関するデータ

セットの共有は，類似する目標を持つ主体同士が協力するに

あたって有用であると考えられる．ただし，類似した大目標を

持っている 2 主体が「総論賛成・各論反対」となり細部で衝

突する場合も多い．細部の相違点を明らかにして妥協点を探る

ためには，大目標を部分目標に分割し階層化する必要がある．

また，抽象的な大目標に貢献しようと思うと心理的な障壁が

高いが，細分化して具体的な部分目標にすると細かい作業単

位の分担だけで貢献できるようになり，参画の障壁が低くなる

という利点もある．我々は，SOCIAを拡張して上記のような

目標の階層構造を LOD化することにより，類似した目標を持

つ主体同士をマッチングする「目標マッチングサービス」の開

発を目指している．そのために，従来の SOCIAオントロジー

を拡張し，図 2 のようなクラスやプロパティを追加する．特

に，目標とそれを細分化した部分目標との関係を表すプロパ

ティsocia:subgoalを導入することにより，目標の階層構造

が記述可能になる．

この階層構造は，複数の目標間の類似度計算を洗練化する

ためにも有用である．分割した部分目標を持たず，短い自然言

語文から成る記述 (dc:description) のみを持つような目標

の場合，他の目標との類似度計算が難しくなり，高い再現率で

の類似目標検索が不可能になるだろう．我々は，分野や組織を

超えた協働を促進するような目標マッチングサービスを目指し

ており，そのためには高い再現率での類似目標検索が可能な類

図 2: 目標や意思決定に関するクラス群

∗2 https://neighborland.com/

似度計算手法が必要である．そのようなサービスにおいては，

SNS上で目標を持つ住民や主体自身によって目標が入力され

ることが望ましいが，本稿では予備調査のため，震災復興に関

連するWeb上の資料から人手で目標を抽出することによって

復興目標の LODを試作する．

4. 関連資料からの人手による目標抽出

Yahoo!ニュース∗3の震災復興に関連する 96記事と，「原発事

故子ども・被災者支援法」について各地の弁護士会がWeb上

で公開している 2文書 [福島 12, 大阪 12]から，657の復興目

標および 4349の RDFトリプルをアノテーション作業者 1名

が人手で抽出し，復興目標に関する LOD データセット∗4 を

試作した．最も抽象的な「震災復興」という大目標∗5がルート

ノードとなり，そこから socia:subgoalプロパティで具体的

な部分目標が繋がっていくことにより，階層構造を構成してい

る．ルートノード「震災復興」には 36の部分目標があり，例

えばその 1つに「東北に観光客を誘致する」があり，そのまた

部分目標である「新たな旅行商品を作る」は図 3 のようなイ

ンスタンスとして表されている．「新たな旅行商品を作る」も

更に 2つの部分目標「大規模な研修を行う」「参加各社は視察

後、１２月までに東北旅行の企画案をまとめる」に分割されて

おり，socia:subgoalプロパティで記述されている．

本試行では，別の記事から抽出された目標であっても同一

の目標とアノテーション作業者が判断した場合は，それらを 1

つのリソースとしてまとめるという方針を取った．ただし，異

なる地域のそれぞれについて同一の目標があった場合について

の指針は与えていなかったため，例えば「大熊町の避難住民の

帰還」と「南相馬市の住民の帰還」のような目標は並列に作成

され，それらの間に関係は付与されなかった．このような構造

については，中間ノードとしての「住民の帰還」という目標を

ボトムアップに作成する作業の支援機構が必要と考えられる．

このような中間ノードが，地域間での協働や，他地域の事例を

参考にする上で有効に機能すると期待されるためである．ただ

し，いきなり中間ノードの作成を自動推薦するのは困難である

図 3: 記事から抽出した復興目標の例

∗3 http://headlines.yahoo.co.jp/
∗4 http://data.open-opinion.org/socia/data/

Goal?rdf:type=socia:Goal&limit=100
∗5 http://data.open-opinion.org/socia/data/Goal/

%E9%9C%87%E7%81%BD%E5%BE%A9%E8%88%88
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ため，まずは前段階として類似目標へのリンクを付与し，類似

目標が多い目標クラスタが検出された段階で中間ノードの作成

を推薦するといった手順が考えられる．当然，類似目標へのリ

ンク付与作業についても支援機構が必要であり，そのために目

標間の類似度計算手法が必要である．データ数が多くなると，

このような作業を支援機構無しで作成するのは非常に困難であ

るため，支援機構の開発は必要不可欠な課題である．

今後は，目標マッチングサービスのための類似度計算手法を

検討する際のテストに本データセットを利用しつつ，中間ノー

ド作成支援機能を開発する予定である．中間ノード作成支援

機能の開発にあたっては，目標の階層構造の可視化も重要であ

る．特に，可視化すべき範囲をどのように決定するかについ

て，今後検討していく必要がある．また，目標マッチングサー

ビスの開発と並行して，中間ノード作成支援機能を用いた目標

の階層構造を洗練化する被験者実験も計画している．

5. 階層構造と目標記述を併用した類似度計算

短い自然言語文から成る記述 (dc:descriptionプロパティ)

と，目標の階層構造 socia:subgoalプロパティを併用した類似

度は，Bag-of-featureベクトルを再帰的に定義することにより，

以下のようなコサイン類似度として計算する．なお，sim(·, ·)は
目標間の類似度，gは公的な目標，bof(g)は gのbag-of-feature

ベクトル，sub(g)は gの部分目標の集合，w ∈ W は形態素N -

gram，z ∈ Z は LDA (Latent Dirichlet Allocation)[Blei 03]

等のトピックモデルで得られる潜在トピック，tfidf(w, g)は gを

1文書と見なしたwのTF-IDF値であり，条件 0 ≤ α, β, γ ≤ 1

と α+ β + γ = 1を満たすものとする．

sim(gi, gj) =
bof(gi) · bof(gj)

∥bof(gi)∥∥bof(gj)∥
(1)

bof(g) =
α

∥tfidf(g)∥ tfidf(g) +
β

∥lda(g)∥ lda(g)

+
γ

|sub(g)|
∑

sg∈sub(g)

bof(sg)

∥bof(sg)∥ (2)

tfidf(g) =



tfidf(w1, g)
.
..

tfidf(w|W |, g)
0
..
.
0


∈ R|W |+|Z| (3)

lda(g) =



0
.
..

0
p(z1|g)

.

..
p(z|Z||g)


∈ R|W |+|Z| (4)

ここで，部分目標の階層構造 sub(g)だけでなく潜在トピッ

ク zも併用している意図は，短い自然言語の目標記述に含まれ

る語彙の少なさをカバーするためである．今後は，本稿で試作

した復興目標の LODデータセットを用いた評価実験を通じ，

経験的に最適なパラメータ α, β, γ を決定することで，式 (2)

の各項の必要性を検討していく必要がある．

6. まとめ

本稿では，これまでに構築してきた住民参画のための LOD

データセット SOCIAを拡張し，住民間の協働を促進する目標

マッチングサービスを開発すべく，公共圏における目標共有の

ための LODデータセットを試作した．協働支援には部分目標

への細分化による階層構造が重要であると考え，目標の階層構

造を記述可能にした．具体例として，東日本大震災からの復興

目標に着目し，関連資料から 657 の復興目標とそれに付随す

る 4349の RDFトリプルを人手で抽出した．その過程で，異

なる地域を対象とするが同一と見なせる目標に着目し，類似目

標へのリンク付与作業や中間ノードの作成作業を支援する機構

の必要性について述べた．さらに，短い自然言語の目標記述だ

けでなく，目標の階層構造や潜在トピックも併用した類似度計

算手法を示した．

今後の目標マッチングサービスの開発に向けて，まずは本稿

で試作したデータセットを用いた類似度計算手法の評価実験を

行い，上記のリンク付与作業や中間ノード作成作業の支援機構

を開発していく予定である．
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